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2009 年 7 月 10 日 

     産 業 技 術 部  

 

平成 21 年度 案件形成調査事業について 

 

 

Ⅰ．地球環境適応型・本邦技術活用型産業物流インフラ整備等事業（一般案件に係

る円借款案件形成等調査及び民活インフラ案件形成等調査） 

１． 事業の目的 

本事業は、民間活動のみでは案件の積極的な発掘・形成が望めない開発途上国

のインフラ等投資環境整備、地球環境問題への対応等に関して、我が国企業の優れ

た技術・ノウハウを活用した円借款案件形成等調査及び民活インフラ案件形成等調

査が実施されることを支援し、かつフォローアップ等を行うことにより、円借款案件又

は官民パートナーシップを活用した事業を迅速に発掘・形成することを目的とする。 

 

２． 事業の内容 

開発途上国におけるインフラ等の投資環境整備、地球環境問題への対応等に関し

て我が国企業の優れた技術・ノウハウを活用した円借款プロジェクト及び民活型イン

フラ整備プロジェクトを対象とした案件形成調査。 

 

＊事業のワークフローについては別紙 1 を参照。 

＊上記調査は、OECD（経済協力開発機構）の DAC リスト（開発援助委員会援助受

取・地域リスト）掲載国を対象とする。 

 

３．実施状況 

6 月 29 日に本年度の第 1 回公募採択案件を公示（別紙２参照）。その後、7 月 2 日

に、採択案件の担当者を対象とした契約・精算説明会を開催し、調査内容に関連す

る環境社会配慮調査項目を盛り込んだ実施計画書を作成するよう指示した。契約交

渉を通じて、実施計画書の内容に不足がないか担当部、環境社会配慮審査役ともに

確認し、7 月下旬に調査委託契約を締結する予定。 

 

4．事業の変更点 

今年度については、新日本有限責任監査法人（以下 SNC）が、経済産業省からの

受託事業として本調査事業を実施。SNC は、本調査事業遂行にあたり、別紙３に挙

げる業務の全部、あるいは一部をジェトロに委託。 
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別紙２ 

平成 21 年度 一般案件に係る円借款案件形成等調査 

 

及び民活インフラ案件形成等調査案件概要 

１．インド・ウッタルカンド州における地熱発電開発計画調査 

実施法人： 西日本技術開発株式会社、三菱商事株式会社 

内  容： インド北部のウッタルカンド州において、地域への安価で安定した電力

供給やCDM事業化による地球環境保全への貢献を目的とした50MW級

の地熱発電開発の実施について調査を行う。 

 

２．インド・エンノール港コンテナ物流高度化プロジェクト調査 

実施法人： 日本郵船株式会社、バリュー・プランニング・インターナショナル株式会

社、学校法人田村学園多摩大学情報社会学研究所 

内  容： インド南部のエンノール港に対する実証実験やサービス展開を前提と

して、インドのPPP型次世代港湾オペレーションの事業展開と密接に関

連した、コンテナ物流高度化に必要な調査を行う。その際、チェンナイ

－バンガロールなどインド南東部のインターモーダルな物流を念頭に

置くものとする。 

 

３．インドネシア・東ジャカルタ新港湾整備プロジェクト調査 

実施法人： 株式会社日本開発政策研究所、株式会社オリエンタルコンサルタンツ 

内  容： 本調査では、東ジャカルタ湾における新港湾建設を PPP(Public 

Private Partnership)で行うための事業計画書の作成、及び日本企業

が港湾建設・運営への参画を検討するための必要な情報収集と事業

性評価を行う。新港湾の開発面積は水域で約 1,000ha、陸域で約

500ha となる見込みである。 

 

４．ウガンダ・ナショナルデータベース（国民ＩＤ）整備計画調査 

実施法人： 財団法人海外通信・放送コンサルティング協力、日本電気株式会社、

丸紅株式会社 

内  容： ウガンダ国内の都市および州都などの行政自治区など国全域にとっ

て、政府の公平な行政サービスの提供、確実な個人の権利の行使、国

内治安維持・危機管理などに寄与し、国民管理業務に直接貢献するナ

ショナルデータベースの構築・整備を行うための調査を実施する。 
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５．エチオピア・アルトランガノ地域地熱電源開発調査 

実施法人： 西日本技術開発株式会社 

内  容： エチオピア南部において、国内唯一の地熱発電所であるアルトランガ

ノ地熱発電所の拡張を計画するための調査を行う。調査では、対象地

域内の開発可能な地熱資源量を確認し、発電設備の概念設計および

事業費を試算することによって、プロジェクトの実現可能性を判断す

る。 

 

６．セルビア・ニコラテスラ発電所群排煙脱硫装置設置に係る調査 

実施法人： 三井物産株式会社、東電設計株式会社、ユニコインターナショナル株

式会社、三井共同建設コンサルタント株式会社 

内  容： セルビア国関係省庁及び電力公社であるEPS社よりの要請を受け、ニ

コラテスラ A（約 1,100MW）並びに B 火力発電所（1,240MW)への排煙脱

硫装置の設置に関し、その実現可能性を調査する。 

 

７．タイ・パタヤ市下水処理水再利用プロジェクト調査 

実施法人： 日本工営株式会社 

内  容： パタヤ市において下水処理場から海へ放流中の 2 次処理水を、膜処

理により水質改善し、浄水場原水として再生、再利用する計画（民活

PPP 事業）を検討する。 

 

８．フィリピン・マニラＬＲＴ２号線延伸計画に係る調査 

実施法人： 丸紅株式会社、株式会社オリエンタルコンサルタンツ、株式会社片平

エンジニアリング・インターナショナル、株式会社トーニチコンサルタント 

内  容： 2004 年 10 月に開通したマニラ LRT2 号線の東西延伸プロジェクトの実

施可能性を調査する。事業資金調達スキームとしては、軽量鉄道公社

（LRTA)を実施機関とし、JICA STEP ローンをベースケースとした上で、

PPP、BOT 等の代替案との比較検討を行う。 

 

９．ブラジル・高速鉄道案件調査 

実施法人： 株式会社トーニチコンサルタント、三井物産株式会社 

内  容： 伯国の３都市、リオデジャネイロ、サンパウロ、カンピーナス間を連絡

する、延長約 500km の高速旅客鉄道新線建設計画について、その事

業化判断の核となる需要予測を中心に調査を実施する。 
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１０．ベトナム・高速道路における運営維持管理事業案件形成調査 

実施法人： 社団法人国際建設技術協会、日本工営株式会社 

内  容： ベトナム南北高速道路のホーチミン～ゾウザイ及びカウゼー～ニンビ

ン区間を対象に交通管制及び ETC システムを含む運営維持管理

（O&M）事業を形成するため、交通省から要請されている O&M 暫定基

準、マニュアルを検討するとともに、官民連携スキーム（料金設定方

法、日本企業の参画方法、政府支援策等）の検討を行う。 

 

１１．ベトナム・ダナン市衛生環境改善事業調査 

実施法人： 株式会社日水コン 

内  容： ベトナム中部の重要都市で、人口急増が見込まれているダナン市で

は、2020 年を目標としたダナン市環境都市計画を策定、その優先プロ

ジェクトとして新規下水処理場建設、下水道管渠整備、固形廃棄物収

集処理などをリストに挙げている。その中にある次の施設建設を中心

としたプロジェクトの実現可能性を調査する。Cu De 川排水地区下水処

理場： 第一期；6,000m3/日 第二期；12,000m3/日 Cam Le 川排水地

区下水処理場： 4,000m3/日 

 

１２．ベトナム・南部バイオマス（籾殻）発電プロジェクト調査 

実施法人： 電源開発株式会社、中部電力株式会社 

内  容： ベトナム南部のメコン川デルタ地域に、年間 16 万トンの籾殻を燃料と

する 20MW のバイオマス火力発電施設を建設し、電力供給を行う事業

を検討する。 

 

１３．ベトナム・ホイスアン水力発電プロジェクト調査 

実施法人： 東北電力株式会社 

内  容： ベトナム北部タインホア省のマー川において、高さ 40ｍクラスのダムを

築造し、ダム直下に最大出力 100ＭＷクラスの発電所を建設する事業

について調査を行う。本プロジェクトは BOO 方式での実施を予定して

いる。 

 

１４．ベトナム・ホーチミン鉄道高架化事業調査 

実施法人： 日本交通技術株式会社、社団法人海外鉄道技術協力協会、ジェイア

ール東日本コンサルタンツ株式会社、電気技術開発株式会社、株式会

社アルメック、交建設計株式会社 

内  容： ホーチミン市の Hoa Hungから Trang Bom の間約 49km につき、一部新
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線建設、一部在来線の複線化、一部高架化（または地下化）を行うた

め、市街地での工事に適した日本の都市土木を活用した急速施工法

の適応可能性を調査する。 

 

以上 
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別紙３ 

平成２１年度 地球環境適応型・本邦技術活用型産業物流インフラ整備等事業

（一般案件に係る円借款案件形成等調査及び民活インフラ案件形成等調査）第１

回公募提案要領より抜粋（本文8～9ページ） 

 

 

6.その他 

（３）本調査事業におけるジェトロの役割 

ＳＮＣでは、本調査事業遂行にあたり、以下に挙げる業務の全部、あるい

は一部をジェトロに委託しております。これに伴い、ジェトロが調査案件の

提案者ならびに受託者に、直接、あるいはＳＮＣを通じて連絡することがあ

ります。また、提案者が提出した資料その他の情報は、必要に応じてジェト

ロと共有します。 

（ジェトロが実施する業務） 

・ 応募案件の評価に必要な関連情報の収集・分析 

・ 応募案件の評価（評価方法、評価基準、応募案件の評価案の作成） 

・ 選定案件に関する広報・周知 

・ 「ジェトロ環境社会配慮ガイドライン」（下記（４）参照）の説明 

・ 提案者との調査内容・スケジュール等の詳細に関する協議 

・ 調査案件の実施スケジュール管理、実施状況の把握（中間報告会への

同席、現地調査への同行を含む）、調査報告書の内容チェック等の案

件監理 

・ 調査案件の対象国政府機関及び実施機関に対する報告会への同行 

 

（４）ジェトロの「環境社会配慮ガイドライン」に配慮した調査の実施 

本事業は、ジェトロが2008年1月より運用を開始した環境社会配慮ガイド

ラインの第Ⅰ部「基本的事項」及び第Ⅲ部「案件形成調査時における環境

社会配慮」を踏まえ実施致します。提案者はあらかじめ同ガイドライン（ht

tp://www.jetro.go.jp/disclosure/environment/）をご一読ください。本事

業の実施にあたりましては、環境社会面にも十分配慮することとし、同ガイ

ドラインに沿って実施して頂きます。なお、本事業は経済産業省からＳＮＣ

が受託し、ジェトロがその一部を再委託により実施することに伴って、2008

年9月版の同ガイドラインに関しては、今後その記載ぶりに若干の修正が加わ

る可能性があります。 
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Ⅱ．石油資源開発等支援事業 

 

１． 事業の目的 

産油・産ガス国（以下｢産油国｣）における様々なプロジェクト等の成立に向けた調

査を行うことにより、投資促進・産業協力・産業育成等を通じて産油国との関係維持・

強化を図り、我が国法人による石油・天然ガス開発の円滑な推進、利権の維持およ

び新たな獲得、ひいては我が国のエネルギー安定供給の確保に資することを目的と

する。 

 

２．事業の内容 

産油国の産業構造高度化や技術移転に資するもの、雇用の拡大に資するもの、

産油国もしくは我が国におけるエネルギー使用の合理化に資する設備機能改善に関

するもの等、産油国側における要請度合いが強いプロジェクトの実施を前提とした調

査を行う。事業のワークフローについては別紙 4 を参照。 

 

３．実施状況 

6 月 26 日に本年度の公募採択案件を公示（別紙 5 参照）。その後、6 月 30 日に、

採択案件の担当者を対象とした契約・精算説明会を開催し、調査内容に関連する環

境社会配慮調査項目を盛り込んだ実施計画書を作成するよう指示した。契約交渉を

通じて、実施計画書の内容に不足がないか担当部、環境社会配慮審査役ともに確認

し、7 月下旬に調査委託契約を締結する予定。 

 

以上 
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別紙 5 

 

平成 21 年度 石油資源開発等支援事業案件概要 

１．バイカル湖北方ガス田開発の衛星による地質調査 

実施法人： （財）資源・環境観測解析センター 

内  容： ロシア東部・バイカル湖北方地域に位置するチャヤンダガス田など、

GASPROM社が開発予定のガス田地域の地盤及び地質構造等を把握

することを目的に、衛星観測データを使用しての地盤変化抽出や地質

解析及び現地検証調査等を実施する。 

 

２．小型電動ＬＮＧプラントの事業化調査 

実施法人： （株）日立製作所、東洋エンジニアリング（株）、エルエヌジージャパン

（株）、アラビア石油（株） 

内  容： パプアニューギニア西部の中小ガス田の開発・事業化のため小型

LNG プラントの適用可能性について、小型ＬＮＧプラントのシステム化

に伴う技術検討を実施し、事業性を見極めるとともに、市場分析並び

に税制や関連規制等の調査を実施する。 

 

３．風力発電事業の環境影響評価に関する調査 

実施法人： ジャパン石油開発（株）、日揮（株）、日本エヌ・ユー・エス（株） 

内  容： アラブ首長国連邦の陸域に風力発電事業を構想するにあたり、そ

の事業が環境に及ぼす影響について当該国の法制度との整合性を

図りつつ、国際的な基準および金融機関の融資審査基準をベース

に、環境影響評価の項目およびその内容の基本スキームを確立す

るための調査を実施する。 

 

４．再生水輸送供給システムの事業性調査 

実施法人： （株）日立プラントテクノロジー、（株）日立総合計画研究所 

内  容： 水資源豊富な我が国の再生水を水不足に悩むカタール国に輸出する

ことによって、同国の水問題解決に貢献する。海水を使用しているバラ

スト水の代わりに、日本の工業用水や高度下水処理水等の再生水を

船舶に搭載し、カタールに輸出する淡水輸出システムの事業性を検討

するため、調査等を実施する。 
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５．サウジ・アラムコ向けオイル・スラッジ処理事業調査 

実施法人： 東洋エンジニアリング（株）、三井物産（株） 

内  容： 年間約20,000トン(*)のオイル・スラッジが発生しているといわれている

サウジ・アラムコの既存の油田、製油所、タンク・ヤードを対象に、オイ

ル・スラッジの処理方法として、ジェット・リサイクル・システム（JRS）の

導入可能性を検討するための調査を実施する。 (*) アラムコ

EnviroNews 2004 Winter 

 

６．石化プラント省エネ型排水再利用の最適化調査 

実施法人： 千代田化工建設（株） 

内  容： サウジアラビア国の石油化学（石化）プラント向けに、我が国の省エネ

型排水再利用システムの導入を検証するための調査を行う。調査にあ

たっては、プラント排水、ドレーン排水等をプラント内の適材適所へ必

要量、最適な水質で再利用する検討を行い、環境負荷の低減、および

その経済性等を検証する。 

 

７．随伴ガス輸送処理事業調査 

実施法人： 伊藤忠商事（株） 

内  容： ガーナ国営石油公社（GNPC）が計画するガーナ国沖合いのJubilee油

田において生産される随伴ガスの国内発電所への輸送および沖合出

荷設備を利用したLPG/コンデンセートの国内/近隣諸国への販売プロ

ジェクトについて、パイプラインルート/プラントサイト選定、経済性調査

等を実施する。 

 

以上 

 


